
様式例　14
設立者の履歴書


履　歴　書

現住所

氏名　○　○　○　○

昭和○○年○○月○日生

学　歴

昭和○○年○月　○○大学○○学部○○学科卒業

職　歴

昭和○○年○月　㈱○○入社（医薬品製造販売業）

昭和○○年○月　㈱○○退社

昭和○○年○月　○○薬局を開業現在に至る。

その他の社会的活動歴

昭和○○年○月～現在　民生・児童委員

平成○○年○月～現在　○○町内会会長

他法人役員歴

平成○○年○月～現在　社会福祉法人○○会　理事・評議員

上記のとおり相違ありません。



令和　　年　　月　　日


氏　名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
様式例　15
委　　任　　状

ア　設立代表者が設立に関する一切の権限を有する場合


　　　委　　任　　状　（記載例）

住　所

氏　名


上記の者を社会福祉法人　○　○　会の設立代表者として設立に関し必要な一切の権限を委任する。

　　　　　

令和　　年　　月　　日

設立者　　（住　所）　　　　　　（氏　名）　　　 　実印　

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　  〃

　　　　　　〃

イ　設立代表者が贈与契約の当事者（寄附者）となる場合

上記の者を社会福祉法人　○　○　会の設立代表者として設立に関
し必要な一切の権限（○○○○〈代表者指名〉との贈与契約の締結に係る部分を除く。）を委任する。

ウ　イの場合で設立代表者以外の者に贈与契約の締結に係る権限のみを委任する場合


上記の者を社会福祉法人　○　○　会と○○○○との贈与契約
の締結に係る権限を委任する。

　　
様式例　16
	理事（※１）就任承諾書

社会福祉法人○○会の理事（※１）に就任することを承諾します。

令和　　年　　月　　日　　（※２）

住　所

氏　名　　　　　              実印（※３）

社会福祉法人　○○○　会

 設立代表者　　○○○○　様

　（理事長）



(注) 　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに役員又は評議員に就任する際に理事長あて提出してください。

(※１)　監事及び評議員の就任承諾書は、適宜修正して作成してください。

(※２)　設立代表者に権限を委任した日付以降で、かつ、法人設立認可申請日以前の日付となります。

(※３)　既設法人において、新たに評議員及び役員に就任する際の押印は、法人の判断により、認印とすることも可能です。（法人の登記で実印が必要な場合を除く。）

様式例　17-1
	欠格事由に該当しないことの申立書（評議員）
　　社会福祉法人○○会の評議員に就任するにあたり、社会福祉法第４０条第１項各号に規定する次の欠格事由に該当しないことを申し立てます。

【社会福祉法第４０条第１項　評議員の欠格事由】

１　法人

２　精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
３　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

４　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

５　第５６条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
６　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
社会福祉法人〇〇会
　　　　　設立代表者（理事長）（※１）　〇〇〇〇　様　

　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　 申立人

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　○○○○　　実印（※１）



※1　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに評議員に就任する際に理事長あて提出してください。また、法人の判断により、認印とすることも可能です。
	欠格事由に該当しないことの申立書（理事）

　　社会福祉法人○○会の理事に就任するにあたり、社会福祉法第４４条第１項において準用する第４０条第１項各号に規定する次の欠格事由に該当しないことを申し立てます。

　　　　

【社会福祉法第４０条第１項　理事の欠格事由】

１　法人

２　精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
３　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

４　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

５　第５６条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
６　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
社会福祉法人〇〇会
　　　　　設立代表者（理事長）（※１）　〇〇〇〇　様　

　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　 申立人
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　○○○○　　実印（※１）


様式例　17-2

※1　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに理事に就任する際に理事長あて提出してください。また、法人の判断により、認印とすることも可能です。
	欠格事由に該当しないことの申立書（監事）
　　社会福祉法人○○会の監事に就任するにあたり、社会福祉法第４４条第１項において準用する第４０条第１項各号に規定する次の欠格事由に該当しないことを申し立てます。

【社会福祉法第４０条第１項　監事の欠格事由】
１　法人

２　精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
３　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

４　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

５　第５６条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
６　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
社会福祉法人〇〇会
　　　　　設立代表者（理事長）（※１）　〇〇〇〇　様　

　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　 申立人

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　○○○○　　実印（※１）



様式例　17-3

※1　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに監事に就任する際に理事長あて提出してください。また、法人の判断により、認印とすることも可能です。
様式例　18-1


※　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに評議員に就任する際に理事長あて提出してください。また、法人の判断により、認印とすることも可能です。
社会福祉法

（評議員の資格等）

第四十条　

４　評議員のうちには、各評議員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各評議員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになってはならない。

５　評議員のうちには、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになってはならない。

社会福祉法施行規則

（評議員のうちの各評議員と特殊の関係がある者）
第二条の七　法第四十条第四項に規定する各評議員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者は、次に掲げる者とする。
一　当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
二　当該評議員の使用人
三　当該評議員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
四　前二号に掲げる者の配偶者
五　第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
六　当該評議員が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該評議員及び当該他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の評議員の合計数の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
七　他の社会福祉法人の役員又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）
八　次に掲げる団体の職員のうち国会議員又は地方公共団体の議会の議員でない者（当該団体の職員（国会議員又は地方公共団体の議会の議員である者を除く。）である当該社会福祉法人の評議員の総数の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
イ　国の機関
ロ　地方公共団体
ハ　独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人
ニ　国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人又は同条第三項に規定する大学共同利用機関法人
ホ　地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人
ヘ　特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもつて設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第一項第九号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。）
（評議員のうちの各役員と特殊の関係がある者）
第二条の八　法第四十条第五項に規定する各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者は、次に掲げる者とする。
一　当該役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
二　当該役員の使用人
三　当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
四　前二号に掲げる者の配偶者
五　第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
六　当該役員が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の評議員の総数の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
七　他の社会福祉法人の役員又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）
様式例　18-2


(注)　「親族等の特殊の関係がある者」がいない場合でも、申立書の上段の□にチェックして提出を受けること。

※　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに理事に就任する際に理事長あて提出してください。また、法人の判断により、認印とすることも可能です。
社会福祉法

（役員の資格等）

第四十四条　

６　理事のうちには、各理事について、その配偶者若しくは三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が三人を超えて含まれ、又は当該理事並びにその配偶者及び三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が理事の総数の三分の一を超えて含まれることになってはならない。
社会福祉法施行規則
（理事のうちの各理事と特殊の関係がある者）
第二条の十　法第四十四条第六項に規定する各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者は、次に掲げる者とする。
一　当該理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
二　当該理事の使用人
三　当該理事から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
四　前二号に掲げる者の配偶者
五　第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
六　当該理事が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の理事の総数の当該社会福祉法人の理事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
七　第二条の七第八号に掲げる団体の職員のうち国会議員又は地方公共団体の議会の議員でない者（当該団体の職員（国会議員又は地方公共団体の議会の議員である者を除く。）である当該社会福祉法人の理事の総数の当該社会福祉法人の理事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
様式例　18-3


※　この様式例は、社会福祉法人設立時のものであるため、既設法人の場合は、新たに監事に就任する際に理事長あて提出してください。また、法人の判断により、認印とすることも可能です。

社会福祉法

（役員の資格等）

第四十四条　

７　監事のうちには、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになってはならない。
社会福祉法施行規則

（監事のうちの各役員と特殊の関係がある者）
第二条の十一　法第四十四条第七項に規定する各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者は、次に掲げる者とする。
一　当該役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
二　当該役員の使用人
三　当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
四　前二号に掲げる者の配偶者
五　第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
六　当該理事が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の監事の総数の当該社会福祉法人の監事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
七　当該監事が役員若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該監事及び当該他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の監事の合計数の当該社会福祉法人の監事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
八　他の社会福祉法人の理事又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）
九　第二条の七第八号に掲げる団体の職員のうち国会議員又は地方公共団体の議会の議員でない者（当該団体の職員（国会議員又は地方公共団体の議会の議員である者を除く。）である当該社会福祉法人の監事の総数の当該社会福祉法人の監事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
様式例　19

	


様式例　20
設備整備（初度調弁）計画書

	区分
	品　　名
	数　量
	単　　価
	金　　額

	事務室関係
	園長事務机
	
	
	　　　　　　　　　円

	
	事務長事務机
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	厨房・食堂関係
	厨房器具
	
	
	

	
	食堂用机
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	医務室関係
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	…
	
	
	

	
	…
	
	
	

	合　計
	円


様式例　21
償　還　計　画

１　年次別償還額及び充当財源別金額

	区 分
年 次
	償　　還　　額
	充　当　財　源　別　金　額

	
	元金
	利　息
	合　計
	寄附者名
	補助金
	その他
	合　計

	
	円
	円
	円
	
	円
	円
	円

	1　令和○○年
	
	
	
	○○○○
	○○補助金
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


（注）寄附者名は１名ごとに記入してください。

２　充当財源の調達方法

	財源区分
	調　達　方　法

	補助金
	利息所要額の○分の○

	寄附金
	理事長　○○○○、理事　○○○○、監事　○○○○、○○○○、元利償還金所要額から補助金を控除した額を毎年寄附

	その他
	


様式例　22
施 設 長 就 任 承 諾 書

	社会福祉法人○○会が設置経営する特別養護老人ホーム「○○ホーム」の施設長に就任することを承諾します。

　なお、施設長に就任するにあたっては、この職務に専念することを誓約します。

令和　　年　　月　　日

住所　○○県○○郡○○町○○

氏名　○　○　○　○　 eq \o\ac(○,印)
社会福祉法人　○○会

設立代表者　○○○○様　　　　　　　　




　※履歴書を添付してください。

様式例　23
基 本 財 産 編 入 誓 約 書

	誓　　約　　書

　  この度、社会福祉法人○○会が設置経営する特別養護老人ホーム「○○ホーム」の建物については、完成後、速やかに基本財産に編入することを誓約します。

令和　　年　　月　　日

津市長　宛て

社会福祉法人○○会

設立代表者○○○○　


様式　24
令和　　年　　月　　日

（宛先）津市長

社会福祉法人　　　○○○会

所在地

理事長　　　　　　　　　　

財産移転完了報告について

令和　　年　　月　　日付にて認可された社会福祉法人　○　○　会の設立当初の贈与財産について、その移転を完了しましたので、社会福祉法施行規則第２条第４項の規定により、下記の証憑書類を添えて報告します。
（添付書類）

　１  財産目録

　２  不動産登記事項証明書

　３  預金通帳(写)及び預貯金残高証明書(写)
　４  受領書の写し

　５  法人登記事項証明書

　６  その他財産の移転を受けたことを証明する書類









親族等の特殊の関係がある者に関する申立書（評議員）








社会福祉法人○○○○の評議員に就任するにあたり、他の評議員及び各役員について、社会福祉法第４０条第４項及び第５項に規定する親族等は含まれていません。








社会福祉法人○○○会


設立代表者（理事長）（※）　○○○○　様





令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　 申立人


　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　○　○　○　○　実印（※）











親族等の特殊の関係がある者に関する申立書（理事）








社会福祉法人○○○○の理事に就任するにあたり、他の理事との親族その他の特殊の関係（以下親族等という）について、次のとおり申し立てます。





□　他の理事について、社会福祉法第４４条第６項に規定する親族等は含まれていません。





□　他の理事について、社会福祉法第４４条第６項に規定する親族等は次の者のみです。


（親族等の氏名）　　　　　　　（本人との関係）　　　　　　  


（親族等の氏名）　　　　　　　（本人との関係）　　　　　　　


（親族等の氏名）　　　　　　　（本人との関係）　　　　　　　


（親族等の氏名）　　　　　　　（本人との関係）　　　　　　　


（親族等の氏名）　　　　　　　（本人との関係）　　　　　　　











社会福祉法人○○○会


設立代表者（理事長）（※）　○○○○　様





令和　　年　　月　　日


申立人


　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　○　○　○　○　実印（※）











親族等の特殊の関係がある者に関する申立書（監事）








社会福祉法人○○○○の監事に就任するにあたり、各役員について、社会福祉法第４４条第７項に規定する親族等は含まれておりません。








社会福祉法人○○○会


設立代表者（理事長）（※２）　○○○○　様





令和　　年　　月　　日


申立人


　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　○　○　○　○　実印（※）


















